
　 

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

ソフトウェア業， 情報処理 ・ 提供サービス業調査票 

平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

★　

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の
「
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
業
，
情
報
処
理
・
提
供
サ
ー
ビ
ス
業
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★　

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数
（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名
・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
調
査
員
（
郵
送
調
査
を
除
く
。
）
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
、
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ
、
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

事業所名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 事 業 所 名

Ⅱ 事 業 所 の 所 在 地

Ⅲ 本 社 の 所 在 地

〒
－

〒
－

（貴事業所が支社、 営業所の場合には、 本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３

１

４ 年間売上高

６ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

７ 従業者数

５ 年間売上高の契約先産業別割合

あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

平成１9 年 11 月 1 日から平成 20 年 10
月 31 日までの 1 年間又は最も近い決算
日前１年間について記入してください。

平成 19 年 11 月
1 日から平成 20
年 10 月 31 日ま
での１年間又は
最も近い決算日
前１年間につい
て記入してくださ
い。

平 成 20 年 11 月

1 日現在又はこれ

に最も近い給与

締切日現在で記

入してください。

Ⅰ　事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

区　　　　　　　　　分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費
国内に発注した費用

国外に発注した費用

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合 　 　 　 計

Ⅱ　事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 （消費税額を含む。）

区　　　　分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装 置

情報通信機器

そ の 他

土 地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合          計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。)を記入して

ください。

注２．過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。

注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、電

子計算機、端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ /ＣＡＭ（コンピュータ設計・

製造システム）などをいいます。

経　 済　 産　 業　 省

本社 ・ 支社別

Ⅰ　事業所の本社・支社別

１　単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

２　本　社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

３　支　社（支社、支店、営業所など）

経営組織及び資本金額
Ⅰ　経営組織

１　会　社

２　会社以外の法人・団体

３　個人経営

Ⅱ 資本金額 （又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

注． 調査事項４～７については、貴事業所のみの金額（又は割

合）等を記入してください。他の事業所分は含みません。

Ⅰ　事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の
年間売上高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ　Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業 務 区 分
情 　 報 　 サ 　 ー 　 ビ 　 ス 　 業 　 務

そ の 他 業 務
ソ フ ト ウ ェ ア 業 務 情報処理・提供サービス業務

年間売上高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

その他業務
の 内 訳

製造業務
情 報 通 信 業 務 卸売・小売

業　　 務
サー ビス
業　　 務

その他の
業　 務

合　計インターネット附
随サービス業務

その他

％ ％ ％ ％ ％ ％ 100％

「ソフトウェア業務」、 「情報処理 ・ 提供サービス業務」 のうち、 売上高が多い業務 （＝以下、

主たる業務） のみについて、 下記に記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の記入があ

る場合には、 その内訳を記入してください。

Ⅲ　「主たる業務」の年間売上高の
　　業務種類別割合

業 務 種 類
区　  分

ソ フ ト ウ エ ア 業 務

合　計受注ソフト
ウェア開発

ソフトウェア・プロダクツ

業務用パッケージ ゲームソフトコンピュータ等基本ソフト

年間売上高 ％ ％ ％ ％ 100％

　

業 務 種 類
区　  分

情 報 処 理 ・ 提 供 サ ー ビ ス 業 務

合　計情報処理

サービス
システム等管
理運営受託

データベースサービス
各種調査 そ の 他

インターネットによるもの そ の 他

年間売上高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ 100％

Ⅰ　事業所の従業者数

区　分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

② 有 給 役 員
常　用　雇　用　者

⑤
臨 時 雇 用 者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の事業所
に派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10月にそれぞれ 18日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所

定労働時間によって算出してください。

Ⅱ　「主たる業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管理・営業部門 システムエンジニア プ ロ グ ラ マ 研 究 員 そ の 他 合   　 計

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人 人 人

うち　別経営の事業所
から派遣されている人

人 人 人 人 人 人

Ⅰ　「主たる業務」の年間売上高の契約先産業別割合

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・
熱供給･水道業

情報通信業
（同業者を除く）

運 輸 業
卸 売・
小 売 業

金　 融・
保 険 業

不動産業
飲 食 店，
宿 泊 業

サービス業 公 務 同業者
その他

合　計そ の 他
の 産 業 個 人

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 100％

情　

報
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★　

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の

「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
附
随
サ
ー
ビ
ス
業
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★　

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数

（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名

・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
経
済
産
業
省
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

事業所名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 事 業 所 名

Ⅱ 事 業 所 の 所 在 地

Ⅲ 本 社 の 所 在 地

〒
－

〒
－

（貴事業所が支社、 営業所の場合には、 本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３ 本社 ・ 支社別

Ⅰ　事業所の本社・支社別

１　単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

２　本　社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

３　支　社（支社、支店、営業所など）

経営組織及び資本金額
Ⅰ　経営組織

１　会　社

２　会社以外の法人・団体

３　個人経営

Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 あてはまるも

のを○で囲ん

でください。

　 

４ 年間売上高

あてはまるも

のを○で囲ん

でください。

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

インターネット附随サービス業調査票 
平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

７ 従業者数

５ 年間売上高の契約先産業別割合

６ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

平成 19 年 11 月
1 日から平成 20
年 10 月 31 日ま
での１年間又は
最も近い決算日
前１年間につい
て記入してくださ
い。

平 成 20 年 11 月

1 日現在又はこれ

に最も近い給与

締切日現在で記

入してください。

平成 19 年 11 月 1 日か
ら平成 20 年 10 月 31 日
までの１年間又は最も近
い決算日前１年間につ
いて記入してください。

経　 済　 産　 業　 省

ネ
ッ
ト
付
随

Ⅰ　事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の 年 間 売 上 高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ　Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業 務 区 分 インターネット附随サービス業務 そ 　  の   他   業   務

年間売上高
兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

その他業務
の  内  訳

製造業務
卸売・小売

業     務

情報通信業務 サービス

業　　務

その他の

業　　務
合　計

情報サービス業務 その他

％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅲ　「インターネット附随サービス業務」の年間売上高の業務種類別割合

業 務 種 類
区 　 　 分

サーバーハウ

ジング業務

サーバーホス

ティング業務

セキュリティ

サービス業務

電 子 認 証

業　　 務

課金・決済

代 行 業 務

ＡＳＰ業務
（ソフトウェア
開発を除く）

サイト運営

業　　　務

コンテンツ

配 信 業 務
そ の 他 合　計

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅳ　「インターネット附随サービス業務」の年間売上高の収入種類別割合

収 入 種 類
区 　 　 分

法 人 か ら の 収 入 個 人 か ら の 収 入
合　計

広告収入 手数料収入 利用料収入 そ の 他 手数料収入 利用料収入 そ の 他

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

「インターネット附随サービス業務」 の年間売上高
について、その内訳を下記Ⅲ、Ⅳの業務種類区分、
収入種類区分に従って記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の記
入がある場合には、 その内訳を記入
してください。

Ⅰ　事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

区 　 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費
国内に発注した費用

国外に発注した費用

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・

装 置

情報通信機器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

Ⅱ　事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 

　　（消費税額を含む。）

区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装 置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

土  地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購
入手数料を含む。)を記入してください。

注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」
を記入してください。

注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、
自動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、端末機器、補助装置、
電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ /ＣＡＭ（コンピュータ設計・
製造システム）などをいいます。

注． 調査事項４～７については、貴事業所のみの金額

（又は割合）等を記入してください。他の事業所

分は含みません。

Ⅰ　「インターネット附随サービス業務」の年間売上高の契約先産業別割合

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・
熱供給･水道業

情報通信業
（同業者を除く）

運 輸 業
卸 売・

小売業
金　融・
保 険 業

不動産業
飲 食 店，
宿 泊 業

サービス業 公　務 同 業 者
そ の 他

合　計そ の 他
の 産 業 個　人

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　事業所の従業者数

区分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

② 有 給 役 員
常　用　雇　用　者

⑤
臨時雇用者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　 計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の事業所
に派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10 月にそれぞれ 18 日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）

の所定労働時間によって算出してください。

Ⅱ　「インターネット附随サービス業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管理・営業部門 企 画 部 門
開 発 部 門

研 究 員 ユーザーサポート そ の 他 合  　 計
システムエンジニア プ ロ グ ラ マ

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人 人 人 人 人

うち　別経営の事業所
から派遣されている人

人 人 人 人 人 人 人 人
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平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

映 像 情 報 制 作 ・ 配 給 業 調 査 票 

平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

★　

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の
「
映
像
情
報
制
作
・
配
給
業
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★　

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数
（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
企
業
名
・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
企
業
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
調
査
員
（
郵
送
調
査
を
除
く
。
）
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
、
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ
、
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３ 企業の事業形態

（主としているものを一つ○で囲んでください。）

１　映画・ビデオ制作業務（制作及び配給の両者を行う企業を含む。）
２　テレビ番組制作業務（テレビコマーシャル制作を行う企業を含む。）
３　映画・ビデオ・テレビ番組配給業務

〒 －

　 

経　 済　 産　 業　 省

６

７ 従業者数

５ 映画 ・ テレビ番組及びビデオ制作本数等

あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

企業名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 企 業 名

Ⅱ 企 業 の 所 在 地

経営組織及び資本金額

Ⅰ　経営組織

１　会　社

２　会社以外の法人・団体

３　個人経営

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

４ 年間売上高

平成 19 年 11 月
1 日から平成 20
年 10 月 31 日ま
での１年間又は
最も近い決算日
前１年間につい
て記入してくださ
い。

平 成 20 年 11 月

1 日現在又はこれ

に最も近い給与

締切日現在で記

入してください。

平成 19 年 11 月
1 日から平成 20
年 10 月 31 日ま
での１年間又は
最も近い決算日
前１年間につい
て記入してくださ
い。

平成 19 年 11 月
1 日から平成 20
年 10 月 31 日ま
での１年間又は
最も近い決算日
前１年間につい
て記入してくださ
い。

Ⅱ 資本金額 （又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅰ　企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）

企 業 全 体 の 年 間 売 上 高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

そ 　 の 　 他 　 業 　 務

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ　Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高

業務区分 映 像 情 報 制 作・ 配 給 業 務

年間売上高
兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

国　内

国　外

「映像情報制作 ・ 配給業務」 の国内、 国外別売上高に

ついて、 その内訳を下記区分に従って記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の記入がある

場合には、その内訳を下記に記入してください。

その他業

務の内訳

製造業務
情報通信

業    務

卸  売・

小売業務

サービス

業    務

その他の

業　　務
合　計

％ ％ ％ ％ ％ 100％Ⅲ　「映像情報制作・配給業務」の年間売上高の業務種類別割合

業 務 種 類
区　　   分

映 像 情 報 制 作 ・ 配 給 業 務 テレビ番組制作・配給業務 ビデオ （ＤＶＤ） 制作 ・ 発売業務

合　計映画の制
作・配給
収入

ビデオ(DVD
を含む。)版
権収入

テレビ放
映権収入

商品化
権収入

リメイク

権収入
受託制作
収    入

テレビ映画
制作収入 その他

テレビ番組 ( テ
レビコマーシャ
ルを含む。 ) 制
作 ・ 配給収入

ビデオ(DVD
を含む。)版
権収入

受託制作
収    入 その他

ビデオ(DVD
を含む。)制
作・発売収入

ビデオ(DVD
を含む。)版
権収入

その他

年間売上高
国 内 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 100％
国 外 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 100％

Ⅳ　 Ⅱの「映像情報制作・配給業務」の国内 ､国外別年間売上高に
占めるアニメーション作品による収入割合

ア ニ メ ー シ ョ ン
作 品 に よ る 収 入

国　内 ％

国　外 ％

Ⅴ　 Ⅱの「映像情報制作・配給業務」の年間売上高に占める
インターネット配信に係るロイヤリティー収入の割合

インターネット配信に係る
ロ イ ヤ リ テ ィ ー 収 入

％

Ⅰ　映画制作本数、配給本数（作品数）

区　　　　　　分

劇 場 用 映 画

教育映画 記録映画 その他 合　計劇　　　映　　　画 ア　ニ　メ　ー　シ　ョ　ン

出資制作 共同出資制作 受託制作 出資制作 共同出資制作 受託制作

制 作 本 数（ 作 品 数 ） 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本

配給

本数

邦画（作品数） 本 本 本 本 本 本

洋画（作品数） 本 本 本 本 本 本

Ⅱ　テレビ番組制作本数、配給本数（タイトル数）

区　　　　　　分 ド　ラ　マ アニメーション ドキュメンタリー 芸能・趣味・教養 音　楽 スポーツ その他 合　計
制作本数（タイトル数）
（受託制作を含む） 本 本 本 本 本 本 本 本

配給本数（タイトル数） 本 本 本 本 本 本 本 本

Ⅲ　ビデオ（ＤＶＤを含む。）制作本数、発売（プリント）本数（返品数は、差し引いてください。） 注．制作本数は、連続ドラマ・シリーズドラマを１本（１作品）としてください。

区　　　　分
劇場映画（邦画） 劇場映画（洋画） テ　　レ　　ビ　　番　　組 オ　リ　ジ　ナ　ル　ビ　デ　オ　作　品

劇 映 画 アニメーション 劇 映 画 アニメーション ド ラ マ アニメーション そ の 他 映画、ドラマ 音楽・BGV・カラオケ 芸能・趣味・教養 教 育 スポーツ アニメーション そ の 他

制作本数（作品数） 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本

発売 （プリント） 本数 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本

Ⅰ　企業全体の年間営業費用（消費税額を含む。）

区　　　　　　　　 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万万円

給 与 支 給 総 額

制 作 費
人 件 費

その他の制作費

外 注 費

配 給 権

獲 得 費

国 内

国 外

配 収 支 払 費

版権獲得費
国 内

国 外

広 告 宣 伝 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

情報通信機器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合              計

Ⅰ　企業全体の従業者数

区　分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

② 有 給 役 員
常　用　雇　用　者

⑤
臨 時 雇 用 者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経 営 の 企 業 か ら
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の企業に
派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10 月にそれぞれ 18 日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、企業で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴企業（貴社）

の所定労働時間によって算出してください。

Ⅱ　「映像情報制作・配給業務」の部門別事業従事者数　（別経営の企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管理・営業部門 企 画 部 門 制 作 部 門 配 給 部 門 宣 伝 部 門 そ の 他 合  　 計

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人 人 人 人

うち　別経営の企業か
ら派遣されている人

人 人 人 人 人 人 人

Ⅱ　企業全体の過去１年間における営業用固定資産取得額 
　　（消費税額を含む。）

区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装 置

情報通信機器

そ の 他

土             地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購
入手数料を含む。)を記入してください。

注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」
を記入してください。

注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自
動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、端末機器、補助装置、電
子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ /ＣＡＭ（コンピュータ設計・
製造システム）などをいいます。

注． インターネットプロバイダ等への上映権、頒布権等
の使用許諾による収入の割合を記入してください。

注． 制作本数及び配給本数は、連続ドラマ・
シリーズドラマなど同タイトルの番
組は１本（１作品）としてください。

映　

像
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★　

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の
「
音
声
情
報
制
作
業
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★　

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数
（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
企
業
名
・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
企
業
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
経
済
産
業
省
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

音 声 情 報 制 作 業 調 査 票 
平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

企業の事業形態

（主としているものを一つ○で囲んでください。）

１　レコード制作業　　　　　４　その他
２　音楽出版業務
３　ラジオ番組制作業

〒 －

　 

７ 従業者数

５ 年間売上高の契約先産業別割合

あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

企業名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 企 業 名

Ⅱ 企 業 の 所 在 地

経営組織及び資本金額

Ⅰ　経営組織
１　会　社
２　会社以外の法人・団体
３　個人経営

６ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

４ 年間売上高

Ⅰ　「音声情報制作業務」の年間売上高の契約先産業別割合

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・
熱供給･水道業

情報通信業
（同業者を除く）

運 輸 業
卸 売・

小売業
金　融・
保 険 業

不動産業
飲 食 店，
宿 泊 業

サービス業 公　務 同 業 者
そ の 他

合　計そ の 他
の 産 業 個　人

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

平成 19 年 11 月
1日から平成 20
年 10 月 31日ま
での１年間又は
最も近い決算日
前１年間につい
て記入してくだ
さい。

平成 19 年 11月1日
から平成 20年 10月
31日までの１年間又
は最も近い決算日前
１年間について記入
してください。

平成 20 年 11 月 1 日

現在又はこれに最も

近い給与締切日現在

で記入してください。

経　 済　 産　 業　 省

音　

声

Ⅱ 資本金額 （又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅰ　企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）

企 業 全 体 の 年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

そ　 の　 他　 業　 務

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

上記 「その他業務」 に売上高の記入がある

場合には、 その内訳を記入してください。

そ の 他 業 務
の 内 訳

製造業務
情報通信

業    務

卸  売・

小売業務

サービス

業    務

その他の

業　　務
合　計

％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　企業全体の年間営業費用（消費税額を含む。）

区　　　　　　　　 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万万円

給 与 支 給 総 額

制 作 費
人 件 費

そ の 他

外 注 費

著 作 権 使 用 料

広 告 宣 伝 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合              計

Ⅱ　企業全体の過去１年間における営業用固定資産取得額 
　　（消費税額を含む。）

区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機 械・
設 備・
装 置

情報通信機器

そ の 他

土            地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購
入手数料を含む。)を記入してください。

注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」
を記入してください。

注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自
動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、端末機器、補助装置、電
子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ /ＣＡＭ（コンピュータ設計・
製造システム）などをいいます。

Ⅰ　企業全体の従業者数

区分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

② 有 給 役 員
常　用　雇　用　者

⑤
臨 時 雇 用 者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経 営 の 企 業 か ら
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の企業に
派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10 月にそれぞれ 18 日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、企業で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴企業（貴社）

の所定労働時間によって算出してください。

Ⅱ　「音声情報制作業務」の部門別事業従事者数（別経営の企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管 理 部 門 企画・制作部門 宣 伝 部 門 そ の 他 合  　 計

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人 人

うち　別経営の企業か
ら派遣されている人

人 人 人 人 人

Ⅲ　「音声情報制作業務」の年間売上高の業務種類別割合

業 務 種 類
区　　   分

音楽ソフト制作業務（レコード制作会社・音楽出版会社） ラ ジ オ 番 組 制 作 業 務
合　計レコード

販売収入
著作権使
用料収入

著作隣接
権 収 入 その他

ラジオ番組
制 作 収 入

タイム・スポッ
ト 制 作 収 入

受託制作
収    入 その他

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

１００％
う ち 洋 楽 ％ ％ ％ ％

注：「うち洋楽」の割合については、「４－Ⅱ　音声情報制作業務の年間売上高」を 100としてその割合を記入してください。

Ⅳ　レコード販売収入の販売枚数規模別割合

区 分 1 万枚未満
1 万枚以上
5 万枚未満

5 万枚以上
10 万枚未満

10万枚以上
30万枚未満

30万枚以上
50万枚未満

50万枚以上 合　計

レ コ ー ド
販 売 収 入

％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

注：「４－Ⅲ　レコード販売収入」に占める割合を記入してください。

Ⅴ　業務種類別の音楽配信収入の割合

レコード販売収入に占め
る音楽配信収入の割合

著作権使用料収入及び著
作隣接権収入に占める音
楽配信収入の割合

％ ％

Ⅷ　制作したラジオ番組の年間総時間

区 分 報 道 教 育 教 養 娯 楽 広 告 そ の 他

時 間 時間 時間 時間 時間 時間 時間

Ⅵ　音楽ソフト制作業務に係る音楽ソフト年間生産数量

区 分 音 源 数 タイトル数

生 産
数 量

曲 本

Ⅶ　保有する総音源数

曲
平成 20 年 11 月 1日現在で
保有している音源の総数を
記入してください。

Ⅱ　Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業 務 区 分 音 声 情 報 制 作 業

年間売上高
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

うち国内向け

「音声情報制作業務」 の売上高について、 その内訳

を下記Ⅲの業務種類区分に従って記入してください。
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★　

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の
「
新
聞
業
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★　

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数
（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
企
業
名
・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
企
業
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
経
済
産
業
省
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

新 聞 業 調 査 票 
平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

〒 －

　 

新　

聞

７ 従業者数

平成 19 年 11 月 1 日か
ら平成 20 年 10 月 31 日
までの 1 年間又は最も
近い決算日前 1 年間に
ついて記入してください。

平成１9 年１１月１日
から平成 20 年１０月
31 日までの１年間
又は最も近い決算
日前１年間について
記入してください。

５ 年間売上高の契約先産業別割合

あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

企業名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 企 業 名

Ⅱ 企 業 の 所 在 地

６ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

４ 年間売上高

Ⅰ　「新聞業務」の年間売上高の契約先産業別割合

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・
熱供給･水道業

情報通信業
（同業者を除く）

運 輸 業
卸 売・

小売業
金　融・
保 険 業

不動産業
飲 食 店，
宿 泊 業

サービス業 公　務 同 業 者
そ の 他

合　計そ の 他
の 産 業 個　人

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

平 成 20 年 11 月

1 日現在又はこれ

に最も近い給与

締切日現在で記

入してください。

経営組織及び資本金額

Ⅰ　経営組織
１　会　社
２　会社以外の法人・団体
３　個人経営

Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

経　 済　 産　 業　 省

Ⅰ　企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）

企 業 全 体 の 年 間 売 上 高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

そ　 の　 他　 業　 務

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ　Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業務区分 新 聞 業 務

年間売上高
兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

「新聞業務」 の年間売上高について、 その内訳を下

記Ⅲの業務種類区分に従って記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の記入がある

場合には、 その内訳を記入してください。

その他業
務の内訳

製造業務
情 報 通 信 業 務

卸  売・

小売業務
不動産業務

サービス

業    務

その他の

業　　務
合　計

出版業務 そ の 他

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

注 ： 他企業からの印刷業務を受託した場合は、 製造業務に含めてください。

Ⅱ　企業全体の過去１年間における営業用固定資産取得額 （消費税額を含む。）

区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機 械・
設 備・
装 置

情報通信機器

そ の 他

土             地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購
入手数料を含む。)を記入してください。

注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」
を記入してください。

注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自
動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、端末機器、補助装置、電
子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ /ＣＡＭ（コンピュータ設計・
製造システム）などをいいます。

Ⅲ　「新聞業務」の年間売上高の業務種類別割合

業 務 種 類
区 分

新 聞 販
売 収 入

広 告 料 収 入
そ の 他 合 計

新聞広告
電 子
メディア

フ リ ー
ペーパー

そ の 他

年間売上高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅳ　新聞発行種類
　　（平成 20年 11月1日現在で発行している新聞の発行種類数を記入してください。）

区 分

一 般 紙

スポーツ紙 専門・業界紙 そ の 他
全国紙

地 方 紙
（ブロック紙を含む）

発 行 種 類
紙 紙 紙 紙 紙

Ⅴ　「新聞業務」に係る電子メディアへの配信の有無 （どちらか１つを○で囲んでください。）

１．はい

　 配信形態（あてはまるものすべてを○で囲んでください。）

１．インターネット 配信種類

２．いいえ
２．固定端末向け情報提供

（あてはまるものすべてを○で囲んでください。）

１．ウェブ

２．メール

３．ウェブ上の動画

４．コンテンツ外部提供

５．紙面イメージ 

Ⅰ　企業全体の年間営業費用 （消費税額を含む。）

区 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費

広 告 宣 伝 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

情報通信機器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

企業の事業形態

（主として発行している新聞の種類を一つ○で囲んでください。）

1　一般紙（全国紙）　　　    4　専門・業界紙
2　一般紙（地方紙）　　　　　5　その他
3　スポーツ紙

Ⅰ　企業全体の従業者数

区分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

② 有 給 役 員
常　用　雇　用　者

⑤
臨 時 雇 用 者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経 営 の 企 業 か ら
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の企業に
派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10 月にそれぞれ 18 日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、企業で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴企業（貴社）

の所定労働時間によって算出してください。

Ⅱ　「新聞業務」の部門別事業従事者数（別経営の企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管理・営業部門 編 集 部 門 製作・印刷・発送部門
出 版・ 事 業・
電子メディア部門 そ の 他 合  　 計

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人 人

うち　別経営の企業か
ら派遣されている人

人 人 人 人 人
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★　
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入
し
な
い
で
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さ
い
。

★　

割
合
を
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す
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項
目
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が
１
０
０
％
と
な
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よ
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（
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で
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★　

あ
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業
名
・
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地
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が
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は
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刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
企
業
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
経
済
産
業
省
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３

出　

版

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

出 版 業 調 査 票 
平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

企業の系統

（主としているものを一つ○で囲んでください。）

１　総合出版社 　　　　 ４　文学・芸術書出版社　 ７　児童書出版社
２　人文社会科学書出版社　 ５　情報・教育系出版社　 ８　その他
３　自然科学書出版社　　　 ６　実用書出版社　　　　　   
  

〒 －

　 

７ 従業者数

平成 19 年 11 月 1 日か

ら平成 20 年 10 月 31 日

までの１年間又は最も近

い決算日前１年間につ

いて記入してください。

平 成 19 年 11 月

1 日 か ら 平 成 20

年 10 月 31 日 ま

での１年間又は最

も近い決算日前１

年間について記

入してください。

５ 年間売上高の契約先産業別割合

あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

企業名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 企 業 名

Ⅱ 企 業 の 所 在 地

経営組織及び資本金額

Ⅰ　経営組織

１　会　社

２　会社以外の法人・団体

３　個人経営

６ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

４ 年間売上高

平 成 20 年 11

月 1 日 現 在 又

はこれに最も近

い 給 与 締 切 日

現在で記入して

ください。

Ⅰ　「出版業務」の年間売上高の契約先産業別割合

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・
熱供給･水道業

情報通信業
（同業者を除く）

運 輸 業
卸 売・

小売業
金　融・
保 険 業

不動産業
飲 食 店，
宿 泊 業

サービス業 公 務 同 業 者
そ の 他

合　計そ の 他
の 産 業 個　人

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

平成 19 年 11 月 1 日から

平成 20 年 10 月 31 日ま

での１年間又は最も近い

決算日前１年間について

記入してください。

経　 済　 産　 業　 省

Ⅱ 資本金額 （又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅰ　企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）

企 業 全 体 の 年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ　Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業務区分 出 版 業 務 そ の 他 業 務

年間売上高
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

「出版業務」 の年間売上高について、 その内訳を

下記Ⅲの業務種類区分に従って記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の記入があ

る場合には、 その内訳を記入してください。

その他業
務の内訳

製造業務
情報通信

業 務
卸  売・
小売業務

不 動 産
業 務

サービス
業    務

その他の
業　　務

合　計

％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅱ　企業全体の過去１年間における営業用固定資産取得額 （消費税額を含む。）

区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機 械・
設 備・
装 置

情報通信機器

そ の 他

土   地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購
入手数料を含む。)を記入してください。

注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」
を記入してください。

注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自
動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、端末機器、補助装置、電子
計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ /ＣＡＭ（コンピュータ設計・製
造システム）などをいいます。

Ⅲ　「出版業務」の年間売上高の業務種類別収入額

業務種類区分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

書籍販売収入

うち電子メディア

雑誌販売収入

うち電子メディア

広 告 料 収 入

うち雑誌本体

うち電子メディア

うちフリーペーパー

ロイヤリティ収入

そ の 他

合 計

Ⅰ　企業全体の年間営業費用（消費税額を含む。）

区　　　　　　　　　　　分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費

印 税 ・ 原 稿 料

広 告 宣 伝 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

情報通信機器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合　　　　　　　　　　　計

Ⅰ　企業全体の従業者数

区 分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

② 有 給 役 員
常　用　雇　用　者

⑤
臨時雇用者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経 営 の 企 業 か ら
派遣されている人

③
一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の企業に
派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、企業で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴企業（貴社）の

所定労働時間によって算出してください。

Ⅱ　「出版業務」の部門別事業従事者数（別経営の企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管 理 部 門 営 業 部 門 編集・製作部門 電子メディア部門 そ の 他 合  　 計

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人 人 人

うち　別経営の企業か
ら派遣されている人

人 人 人 人 人 人

Ⅳ　書籍新刊発行点数及び発行部数（平成19年 11月1日から平成20年 10月31日までの１年間の新刊発行点数及び新刊発行部数を記入してください。）

書籍種類
区　 分

人文科学書
（ 総 記、 心
理 学、 歴
史 ・ 地理）

社会科学書
（ 政治、法律、
経済、経営、
通信、教育）

自然科学書
（ 数学、天文学、
医 学、 薬 学、
工学 ・ 工業）

語学・文学書
（語学、文学）

芸術・生活書
（芸術・生活）

学習・参考書
（ 小 ・ 中 学 生、 高

校生などを対象と
した学習・参考書）

児 童 書
（ 絵本などの
児童向けの
書籍）

コミック本
（ コミック、 劇
画 な ど の
マンガ本）

そ の 他
（ 左記以外
の書籍）

合  計

書籍新刊
発行点数

点 点 点 点 点 点 点 点 点 点

書籍新刊
発行部数

千部 千部 千部 千部 千部 千部 千部 千部 千部 千部

Ⅴ　 雑誌発行銘柄数及び発行部数（雑誌の発行銘柄数については平成２０年１１月１日現在、発行部数については平成１９年１１月１日から平成２０年１０月

３１日までの１年間について記入してください。）

雑誌種類
区　 分

総合誌
（ 総合月間誌、 総
合 週 刊 誌、 写
真週刊誌など）

人文科学誌
（ 哲学、 心理、
宗教、 歴史、
地理など）

社会科学誌
（ 政治、 法律、 経

済、 経営、 通信、
教育、 民族など）

自然科学誌
（ 数学、 天文学、
医学、 薬学、 工
学 ・ 工業など）

生活･趣味･スポーツ
誌 ( 健康誌 ､ マタニティ･育
児 誌 ､ ス ポ ー ツ 誌 ､ 旅 行 誌
､TV 情報誌 ､ タウン誌など )

児童誌
（ 児 童 誌、 学
年誌など）

コミック誌
（ 少年コミック誌、 少女

コミック誌、 女性ヤン
グアダルト誌など）

その他
（ 文 学 誌、 芸
術誌など）

合 計

雑誌発行
銘 柄 数

誌 誌 誌 誌 誌 誌 誌 誌 誌

雑 誌 発
行 部 数

千部 千部 千部 千部 千部 千部 千部 千部 千部

注１： 小数第１位を四捨五入

Ⅵ　 出版業務における国内、国外別のロイヤリティー収入の割合　

国 内
国 外

合 計
コミック 児童書 小　説 その他

％ ％ ％ ％ ％
１００％

注４： 小数第１位を四捨五入

Ⅶ　返品率

書籍 雑誌

％ ％

注２： ４－Ⅲの「ロイヤリティ収入」
の割合を国内、国外別の各区分
により記入してください。

注３：小数第１位を四捨五入
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★　

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の
「
映
像
・
音
声
・
文
字
情
報
制
作
に
附
帯
す
る
サ
ー
ビ
ス
業
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★　

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数
（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
企
業
名
・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
企
業
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
経
済
産
業
省
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業調査票

平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

企業の事業形態

（主としているものを一つ○で囲んでください。）

１　ニュース供給業　　　　　　４　ポストプロダクション
２　貸スタジオ業　　　　　　　５　音楽スタジオ業
３　撮影スタジオ業　　　　　　６　その他

〒 －

　 

経　 済　 産　 業　 省

映
像
附
帯

６

７ 従業者数

平成 19 年 11 月 1 日から

平成 20 年 10 月 31 日ま

での１年間又は最も近い

決算日前１年間について

記入してください。

５ 年間売上高の契約先産業別割合

あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

企業名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 企 業 名

Ⅱ 企 業 の 所 在 地

経営組織及び資本金額

Ⅰ　経営組織

１　会　社

２　会社以外の法人・団体

３　個人経営

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

４ 年間売上高

平成 19 年 11 月

1 日から平成 20

年 10 月 31 日ま

での１年間又は

最も近い決算日

前１年間につい

て記入してくださ

い。

平 成 20 年 11 月

1 日現在又はこれ

に最も近い給与

締切日現在で記

入してください。

平成 20 年 11 月 1 日現在

で保有しているスタジオ数

及び平成 19 年 11 月 1 日

から平成 20 年 10 月 31 日

までの 1 年間の貸出し時間

数を記入してください。

Ⅱ 資本金額 （又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅰ　企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）

企 業 全 体 の 年 間 売 上 高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

そ　 の　 他　 業　 務

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ　Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業務区分 映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業務

年間売上高
兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

「映像 ・ 音声 ・ 文字情報制作に附帯するサービス業務」

の年間売上高について、 その内訳を下記Ⅲの業務種類

区分に従って記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の記入がある

場合には、 その内訳を記入してください。

その他業務
の 内 訳

製造業務
情報通信

業    務

卸  売・

小売業務

サービス

業    務

その他の

業　　務
合　計

％ ％ ％ ％ ％ 100％

Ⅰ　企業全体の年間営業費用（消費税額を含む。）

区　　　　　　　　 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機 械・
装 置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合              計

Ⅰ　企業全体の従業者数

区 分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

② 有 給 役 員
常　用　雇　用　者

⑤
臨 時 雇 用 者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経 営 の 企 業 か ら
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の企業に
派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10 月にそれぞれ 18 日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、企業で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴企業（貴社）

の所定労働時間によって算出してください。

Ⅱ　「映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業務」の部門別事業従事者数（別経営の企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管理・営業部門 編 集 部 門 技 術 部 門 製 作 部 門 そ の 他 合  　 計

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人 人 人

うち　別経営の企業か
ら派遣されている人

人 人 人 人 人 人

Ⅱ　企業全体の過去１年間における営業用固定資産取得額 （消費税額を含む。）

区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機 械・
設 備・
装 置

情報通信機器

そ の 他

土             地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購
入手数料を含む。)を記入してください。

注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」
を記入してください。

注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自
動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、端末機器、補助装置、電
子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ /ＣＡＭ（コンピュータ設計・
製造システム）などをいいます。

Ⅲ　「映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業務」の業務種類別の年間売上高

業 務 種 類 区 分 兆 千億百億十億 億 千万百万十万万円

ニ ュ ー ス 供 給

その他の映
像・音声・
文字情報制
作に附帯す
るサービス

貸 ス タ ジ オ

音楽スタジオ

撮影スタジオ

ポストプロダクション

そ の 他

Ⅳ　「ニュース供給業務」の収入区分別年間売上高割合

収入区分 割 合

ニ
ュ
ー
ス
供
給
業

配 信 収 入 ％

著作権収入 ％

広 告 収 入 ％

そ の 他 ％

合 計 100％

Ⅵ　貸スタジオにおける保有スタジオ数、貸出し時間

用 途 先 区 分 保 有 ス タ ジ オ 貸 出 し 時 間

その他の映
像・音声・
文字情報制
作に附帯す
るサービス

撮影スタジオ業務向け ルーム 時間

音楽スタジオ業務向け ルーム 時間

そ の 他 ルーム 時間

Ⅴ　「配信収入」における配信先別配信収入割合

配 信 先
区　 分

新聞・テレビ・
ラジオ向け

通 信 社
向 け

官 公 庁
向 け

金 融・
証券向け

そ の 他 合 計

配信収入 ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　「映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業務」の年間売上高の契約先産業別割合

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・
熱供給･水道業

情報通信業
（同業者を除く）

運 輸 業
卸 売・
小 売 業

金　 融・
保 険 業

不動産業
飲 食 店，
宿 泊 業

サービス業 公 務 同業者
その他

合　計そ の 他
の 産 業 個 人

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 100％
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ド
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意
」
を
必
ず
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ん
で
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だ
さ
い
。

★　

※
印
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記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数
（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
企
業
名
・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
企
業
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
調
査
員
（
郵
送
調
査
を
除
く
。
）
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
、
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ
、
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３

４

企業の系統

（あてはまるものを一つ○で囲んでください。）

1　銀行系　　　　　　　　　　　　4　百貨店・量販店、流通系
2　信販会社　　　　　　　　　　　5　割賦金融会社
3　中小小売商団体　　　　　　　　6　その他

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

ク レ ジ ッ ト カ ー ド 業， 割 賦 金 融 業 調 査 票 

平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

〒 －

　 

７ 従業者数

年間売上高 （年間取扱高）

５ 会員数等

あてはまるも

のを○で囲ん

でください。

企業名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 企 業 名

Ⅱ 企 業 の 所 在 地

経営組織及び資本金額

Ⅰ　経営組織
１　会　社
２　会社以外の法人・団体
３　個人経営

６ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

ク レ ジ ッ ト カ ー ド 業， 割 賦 金 融 業 調 査 票 

平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

「クレジットカード業務， 割賦金融業務」 の年間
売上高 （年間取扱高） について、 その内訳を下
記Ⅲの業務種類区分に従って記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の記入があ
る場合には、 その内訳を記入してください。

平成 20年 11月1日
現在又はこれに最
も近い給与締切日
現在で記入してくだ
さい。

平成 19 年 11 月
1日から平成 20
年 10 月 31日ま
での１年間又は
最も近い決算日
前１年間につい
て記入してくだ
さい。

平成 20 年 11 月
1日現在又はこ
れに最も近い決
算日で記入して
ください。

平成 19 年 11 月
1日から平成 20
年 10 月 31日ま
での１年間又は
最も近い決算日
前１年間につい
て記入してくだ
さい。

ク
レ
ジ
ッ
ト

経　 済　 産　 業　 省

Ⅰ　企業全体の年間売上高（年間取扱高）（消費税額を含む。）

企 業 全 体 の 年 間 売 上 高

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

業 務
区 分 クレジットカード業務，割賦金融業務

年　間
売上高

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

そ 　 の 　 他 　 業 　 務

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ　Ⅰの「企業全体の年間売上高（年間取扱高）（消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高（年間取扱高）

Ⅳ　 Ⅰの「企業全体の年間売上高（年間取扱高）（消費税額を含む。）」のうち、「クレジットカー
ド業務，割賦金融業務」による営業収入額（消費税額を含む。）

営 業 収 入 区 分 十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

ク
レ
ジ
ッ
ト

カ
ー
ド
業
務

会 員 の 入 会 金 及 び 会 費 収 入

販売信用業務による会員からの手数料収入

うち　リボルビング方式による収入

消費者金融業務による会員からの金利収入

うち　リボルビング方式による収入

加 盟 店 手 数 料 収 入

割 賦 金 融 業 務 に よ る 収 入

合　　　　　　　　　計

Ⅵ　 「クレジットカード業務，割賦金融業務」における取扱残高（債権額）
　　 （消費税額を含む。）

Ⅰ　クレジットカード会員数（契約数）

会 員 区 分 会　員　総　数
こ の 1 年 間 に
脱会した会員数

うち　この１年間
に加入した会員数

法 人 会 員 件 件 件

個 人 会 員 件 件 件

Ⅲ　自社において発行しているクレジットカード発行枚数及び産業別提携先企業数

　　１　クレジットカードの発行枚数及びＩＣカードの割合

クレジットカード発行枚数
ＩＣカードの割合

うち 提携カード発行枚数

枚 枚 ％

Ⅱ　年会費別のクレジットカードの種類及び発行枚数

カ ー ド 区 分 個 人 会 員

年
会
費

無 料 の カ ー ド 種類 枚

有　

料

５，０００円未満のカード 種類 枚

５，０００円以上のカード 種類 枚

2　産業別提携先企業数

産業別提携先区分
小　　売　　業

飲　食　店 旅館・ホテル そ　の　他 合　　計
百貨店、 総合スーパー その他の小売店

企 業 数 企業 企業 企業 企業 企業 企業

Ⅱ　企業全体の過去１年間における営業用固定資産取得額 (消費税額を含む。)

区　　　　　　分 千億百億十億 億 千万百万十万万円

有
形
固
定
資
産

機 械・
設 備・
装 置

情報通信機器

そ の 他

土         地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 　 計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を
含む。)を記入してください。

注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入して
ください。

注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、
ファクシミリ、電子計算機、端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、
ＣＡＤ /ＣＡＭ（コンピュータ設計・製造システム）などをいいます。

区　　　　分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

クレジット
カード業務

販売信用業務

消費者金融業務

割 賦 金 融 業 務

注．平成２０年１１月１日現在又は最も近い決算日によって記入してください。

Ⅲ　「クレジットカード業務，割賦金融業務」の年間売上高（年間取扱高）の業務種類別割合

業 務 種 類
区    分

ク レ ジ ッ ト カ ー ド 業 務

割賦金融業務 合　計販 売 信 用 業 務 消費者金融

国　内 国　外 業　　　 務

年間売上高
（年間取扱高）

％ ％ ％ ％ 100％

注． 割賦金融業務とは、割賦販売等に伴う販売店の債権を担保とし又は買取るなどにより、当該販売店に対して資金の供給を行う業務をいい、個品あっせん等は「その他業務」に含まれます。

その他業務
の　内　訳

金 融 ・ 保 険 業 務
（クレジットカード業務，割賦金融業務を除く。）卸売・小売

業　　　務
そ　の　他
の　業　務

合　計
販売信用業務 消費者金融業務

その他の金融・
保　険　業　務

％ ％ ％ ％ ％ 100％

Ⅴ　自社クレジットカードによる販売信用業務（信用供与額）のうち、産業別自社開拓加盟店数及び産業別年間売上高（年間取扱高）（消費税額を含む。）

産　業　区　分
小　　　売　　　業

飲　食　店　 旅館・ホテル そ　 の　 他 合 　 　 計
百貨店、総合スーパー その他の小売店

自社開拓加盟店数（自社店舗を除く） 店 店 店 店 店 店

年間売上高（年間取扱高） 万円 万円 万円 万円 万円 万円

Ⅰ　企業全体の年間営業費用及び「クレジットカード業務，割賦金融業務」の年間営業費用（消費税額を含む。）

区　　　　　　分
企   業   全   体 クレジットカード業務，割賦金融業務

兆 千億百億十億 億 千万百万十万万円 兆 千億百億十億 億 千万百万十万万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地・ 建 物

機械・
装置

情報通信機器

そ の 他

貸倒引当金繰入額

金 融 費 用

その他の営業費用

合　　　　　　計

Ⅰ　企業全体の従業者数

区　分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

② 有 給 役 員
常　用　雇　用　者

⑤
臨時雇用者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経 営 の 企 業 か ら
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の企業に
派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10 月にそれぞれ 18 日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、企業で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴企業（貴社）

の所定労働時間によって算出してください。

Ⅱ　「クレジットカード業務，割賦金融業務」の部門別事業従事者数（別経営の企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管理・営業部門 顧客・加盟店管理部門 審 査 部 門 そ の 他 合  　 計

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人 人

うち　別経営の企業か
ら派遣されている人

人 人 人 人 人
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べ
て
の
事
業
所
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
調
査
員
（
郵
送
調
査
を
除
く
。
）
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
、
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ
、
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

事業所名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 事 業 所 名

Ⅱ 事 業 所 の 所 在 地

Ⅲ 本 社 の 所 在 地

〒
－

〒
－

（貴事業所が支社、 営業所の場合には、 本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３ 本社 ・ 支社別

Ⅰ　事業所の本社・支社別

１　単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

２　本　社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

３　支　社（支社、支店、営業所など）

デ
・
設
計

経営組織及び資本金額
Ⅰ　経営組織

１　会　社

２　会社以外の法人・団体

３　個人経営

Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 あてはまるも

のを○で囲ん

でください。

　 

４ 年間売上高

あてはまるも

のを○で囲ん

でください。

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

デ ザ イ ン 業, 機 械 設 計 業 調 査 票 
平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

７ 従業者数

５ 年間売上高の契約先産業別割合

６ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

平成 20 年 11 月 1 日
現在又はこれに最も
近い給与締切日現在
で記入してください。

平成 19年 11月 1日
から平成 20年 10月
31 日までの１年間
又は最も近い決算
日前１年間について
記入してください。

平成 19年 11月 1日
から平成 20年 10月
31 日までの１年間
又は最も近い決算
日前１年間について
記入してください。

経　 済　 産　 業　 省

Ⅰ　事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の 年 間 売 上 高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ　Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業　　務
区　　分

デ ザ イ ン・ 機 械 設 計 業 務 そ　 の  他  業  務

年間売上高
兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

注．  調査事項４～７については、 貴事業所
のみの金額 （又は割合） 等を記入して
ください。 他の事業所分は含みません。

「デザイン ・ 機械設計業務」 の年間売上高
について、 その内訳を下記Ⅲの業務種類区
分に従って記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の
記入がある場合には、 その内訳を
記入してください。

その他業務
の  内  訳

建設業務 製造業務
卸売・小売
業      務

サービス
業　　務

その他の
業　　務

合　計

％ ％ ％ ％ ％ 100％

Ⅲ　「デザイン・機械設計業務」の年間売上高の業務種類別割合

業 務 種 類
区　   　 分

デ 　 　 ザ 　 　 イ 　 　 ン 　 　 業 　 　 務 機　　 械　　 設　　 計　　 業　　 務

合　計
インダストリアル パッケージ グラフィック ディスプレイ インテリア

テキスタイル，
ファッション

マ ル チ メ
デ ィ ア

そ の 他 基本設計 計画設計 詳細設計
コ ン サ ル
テ ィ ン グ

そ の 他

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 100％

Ⅰ　「デザイン・機械設計業務」の年間売上高の契約先産業別割合

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・
熱供給･水道業

情　 報
通 信 業

運 輸 業
卸 売・
小売業

金　融・
保 険 業

不動産業
飲 食 店，
宿 泊 業

サービス業
（同業者を除く）

公　務 同 業 者
そ の 他

合　計そ の 他
の 産 業 個　人

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 100％

Ⅰ　事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

区　　　　　　　　　分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機 械・
装 置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合　　　　　　　　　計

Ⅱ　事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額(消費税額を含む。)

区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機 械・
設 備・
装 置

情報通信機器

そ の 他

土              地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購
入手数料を含む。)を記入してください。

注 2． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」
を記入してください。

注 3． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自
動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、端末機器、補助装置、電子
計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ /ＣＡＭ（コンピュータ設計・製
造システム）などをいいます。

Ⅱ　「デザイン・機械設計業務」の部門別事業従事者数（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分
管理・営業
部     門

デ ザ イ ン 部 門 機　械　設　計　部　門

合　 計
インダストリアル パッケージ グラフィック ディスプレイ インテリア

テキスタイル，
フ ァ ッ シ ョ ン

マルチメディア そ の 他 機 械 系 電 気 系 そ の 他

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

うち　別経営の事業所
から派遣されている人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

Ⅰ　事業所の従業者数

区 分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

② 有 給 役 員
常　用　雇　用　者

⑤
臨時雇用者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の事業所
に派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10月にそれぞれ 18日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定

労働時間によって算出してください。
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★　

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の

「
機
械
修
理
業
，
電
気
機
械
器
具
修
理
業
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★　

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数

（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名

・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
経
済
産
業
省
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

事業所名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 事 業 所 名

Ⅱ 事 業 所 の 所 在 地

Ⅲ 本 社 の 所 在 地

〒
－

〒
－

（貴事業所が支社、 営業所の場合には、 本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１１

２ ３ 本社 ・ 支社別等

Ⅰ　事業所の本社・支社別 Ⅱ　事業所の系統

１　単独事業所 （支社、 支店、 営業所などを持たない事業所） １　設備メーカーの系列企業

２　本　社 （支社、 支店、 営業所などを持っている本社、 本店） ２　設備ユーザーの系列企業

３　支　社 （支社、 支店、 営業所など） ３　その他 （独立系） 企業

経営組織及び資本金額
Ⅰ　経営組織

１　会　社

２　会社以外の法人・団体

３　個人経営

Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

千億百億十億 億 千万百万十万万円あてはまるも

のを○で囲ん

でください。

あてはまるも

のを○で囲ん

でください。

　 

４ 年間売上高

平成 19 年 11 月

1 日から平成 20

年 10 月 31 日 ま

での 1 年間又は

最も近い決算日

前１年間につい

て記入してくださ

い。

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

機械修理業，電気機械器具修理業調査票 
平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

７ 従業者数

５ 年間売上高の契約先産業別割合

６ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

平成 20 年 11 月 1 日

現在又はこれに最も

近い給与締切日現在

で記入してください。

経　 済　 産　 業　 省

修　

理

Ⅰ　事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の 年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ　Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業務区分 機 械 修 理 業 務 電 気 機 械 器 具 修 理 業 務 そ 　  の   他   業   務

年間売上高
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

注．調査事項４～７については、貴事業所

    のみの金額（又は割合）等を記入して

　  ください。他の事業所分は含みません。

Ⅲ　「主たる業務」の年間売上高の業務種類別割合

業 務 種 類
区 分

機 械 修 理 業 務

合 計一般機械器具
（建設・鉱山機

械器具を除く）

輸送機械器具
（自動車・同附
属品を除く）

精密機械器具
（時計を除く）

建設・鉱山
機械器具

そ の 他

年間売上高 ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

区　　　　　　　　　分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

情報通信機器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合　　　　　　　　　計

Ⅱ　事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 (消費税額を含む。)

区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装 置

情報通信機器

そ の 他

土              地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１．  耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額 （購入手数料を含む。 ) を
記入してください。

注 2．  過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、 合計欄に 「０」 を記入してください。
注 3．  「情報通信機器」 とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、

電子計算機、 端末機器、 補助装置、 電子計算機附属機器、 パソコン、 ＣＡＤ / ＣＡＭ
（コンピュータ設計 ・ 製造システム） などをいいます。

「機械修理業務」、「電気機械器具修理業務」 のうち、売上高が多い業務 （＝以
下、主たる業務） のみについて下記に記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の記入がある
場合には、その内訳を下記に記入してください。

Ⅱ　「主たる業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管理・営業部門

技 　 　 　 術 　 　 　 部 　 　 　 門

そ　の　他 合  　計
機 械 部 門 計 装 部 門 情報処理部門 検 査 部 門 そ の 他 部 門

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人 人 人 人 人

うち　別経営の事業所
から派遣されている人

人 人 人 人 人 人 人 人

その他業務
の  内  訳

製造業務
建設業務

（設備工事を含む）
卸売・小売
業     務

サ ー ビ ス業務 その他の
業　　務

合　計そ の 他 の
専門サービス業務 その他

％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　「主たる業務」の年間売上高の契約先産業別割合

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・
熱供給･水道業

情　 報
通 信 業

運 輸 業
卸 売・
小売業

金　融・
保 険 業

不動産業
飲 食 店，
宿 泊 業

サービス業
（同業者を除く）

公　務 同 業 者
そ の 他

合　計そ の 他
の 産 業 個　人

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　事業所の従業者数

区 分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

②有給役員
常　用　雇　用　者

⑤
臨時雇用者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　 計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の事業所
に派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10 月にそれぞれ 18 日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）

の所定労働時間によって算出してください。

平成 19 年 11 月 1 日から平成 20 年 10 月

31 日までの１年間又は最も近い決算日前

１年間について記入してください。

業 務 種 類
区 分

電 気 機 械 器 具 修 理 業 務

合 計電気機械
器 具

情 報 通 信
機 械 器 具

そ の 他

年間売上高 ％ ％ ％ １００％

Ⅳ　「主たる業務」の発注元別年間売上高（消費税額を含む。）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

法
人

親 会 社

親会社以外

個 人

Ⅴ　「主たる業務」の年間売上高の業務種類別割合（４．Ⅳの年間売上高の内訳を割合で記入してください。）

業務種類区分 日常保全 定期修理 保守契約 スポット その他 合 計

法
人

親 会 社 ％ ％ ％ ％ ％ １００％

親会社以外 ％ ％ ％ ％ ％ １００％

個 人 ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅵ　「主たる業務」」の年間売上高の契約種類別割合（４．Ⅳの年間売上高の内訳を割合で記入してください。）

契約種類区分 請負方式
人工方式

（マンアワー）
設備単価方式 その他 合 計

法
人

親 会 社 ％ ％ ％ ％ １００％

親会社以外 ％ ％ ％ ％ １００％

個 人 ％ ％ ％ ％ １００％
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★　

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の
「
各
種
物
品
賃
貸
業
，
産
業
用
機
械
器
具
賃
貸
業
，
事
務
用
機
械
器
具
賃
貸
業
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★　

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数
（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名
・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
調
査
員
（
郵
送
調
査
を
除
く
。
）
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
、
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ
、
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

事業所名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 事 業 所 名

Ⅱ 事 業 所 の 所 在 地

Ⅲ 本 社 の 所 在 地

〒
－

〒
－

（貴事業所が支社、 営業所の場合には、 本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３ 本社 ・ 支社別

Ⅰ　事業所の本社・支社別

１　単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

２　本　社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

３　支　社（支社、支店、営業所など）

経営組織及び資本金額
Ⅰ　経営組織

１　会　社

２　会社以外の法人・団体

３　個人経営

あてはまるも

のを○で囲ん

でください。

　 

４ 年間売上高、 契約高

あてはまるも

のを○で囲ん

でください。

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

各 種 物 品 賃 貸 業， 産 業 用 機 械 器 具 賃 貸 業，
事 務 用 機 械 器 具 賃 貸 業 調 査 票

平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

７ 従業者数

５ 年間売上高及び年間契約高の契約先産業別割合

６ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

平成 20 年 11 月 1 日
現在又はこれに最も
近い給与締切日現在
で記入してください。

平成 19 年 11 月 1日から平成 20 年 10 月
31日までの 1 年間又は最も近い決算日
前 1年間について記入してください。

平成 19 年 11 月

1 日から平成 20

年 10 月 31 日 ま

での１年間又は

最も近い決算日

前１年間につい

て記入してくださ

い。

賃　

貸

経　 済　 産　 業　 省

Ⅳ　「主たる業務」の「レンタル年間売上高」及び「リース年間契約高」の物件別割合

物　 件
区　 分

産　 業
機　 械

工　 作
機　 械

土 木・
建設機械

医 療 用
機　 器

商 業 用
機械･設備

通信機器
ｻｰﾋﾞｽ業用
機械･設備

その他の産業
用機械･設備

電子計算機･
同関連機器

事 務 用
機　 器

自動車 その他 合　計

レ ン タ ル
年間売上高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％
リ ー ス
年間契約高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

物　 件
区　 分

産　 業
機　 械

工　 作
機　 械

土 木・
建設機械

医 療 用
機　 器

商 業 用
機械･設備

通信機器
ｻｰﾋﾞｽ業用
機械･設備

その他の産業
用機械･設備

合　計

レ ン タ ル
年間売上高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％
リ ー ス
年間契約高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

物　 件
区　 分

電子計算機･
同 関 連 機 器

事 務 用
機　 器 合　 計

レ ン タ ル
年間売上高 ％ ％ １００％
リ ー ス
年間契約高 ％ ％ １００％

Ⅰ　事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の
年間売上高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円
注．  調査事項４～７については、貴事業所のみの金額 （又は割合）

等を記入してください。 他の事業所分は含みません。

「各種物品賃貸業務 （Ａ）」、「産業用機械器具賃貸業務 （Ｂ）」、「事務用機械器具賃貸業務 （Ｃ）」 のうち、売上高が最も多い業務 （＝以下、主たる業務）
のみについて、 下記Ⅲの 「レンタル年間売上高」、 「リース年間契約高」 及び 「リース年間契約件数」 を記入するとともに、 Ⅳ 「主たる業務」 の物件別
割合を記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の記入がある
場合には、 その内訳を記入してください。

★ 上記Ⅱで記入した（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）の業務のうちで、売上高が最も多い業
務１つ（＝主たる業務）について、Ⅳの（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）の表のうち、該当
する業務の表のみに、当該業務の「レンタル年間売上高」及び「リース年間
契約高」の物件別割合を記入してください。

★ 「リース」については、売上高ではなく「契約高」に係る数字（金額又は割合）
を記入してください。

Ⅱ　事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 （消費税額を含む。）

区 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装 置

レンタル・リース物件

情 報 通 信 機 器

そ の 他

土                地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額 （購入手数料を含む。 ) を記入してください。
注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、 合計欄に 「０」 を記入してください。
注３．  「情報通信機器」 とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、端末機器、

補助装置、 電子計算機附属機器、 パソコン、 ＣＡＤ / ＣＡＭ （コンピュータ設計 ・ 製造システム） などをいいます。

Ⅲ　事業所の過去１年間におけるリース投資資産取得額

区 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

リ ー ス 投 資 資 産

Ⅰ　事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

区 　 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

貸 与 資 産 原 価

リ ー ス 投 資 資 産 原 価

資 金 原 価

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

情報通信機器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合              計

Ⅰ　「主たる業務」の４－Ⅲ欄の「レンタル年間売上高」及び「リース年間契約高」の契約先産業別割合

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・
熱供給･水道業

情　 報
通 信 業

運 輸 業
卸 売・
小 売 業

金 融・
保 険 業

不動産業
飲食店，
宿 泊 業

サービス業
（同業者を除く）

公　務 同 業 者
そ の 他

合 計
その他の産業 個　人

レンタル年間売上高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

リース年間契約高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅱ　Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業 務
区 分

物 　 　 　 品 　 　 　 賃 　 　 　 貸 　 　 　 業 　 　 　 務
そ の 他 業 務

各 種 物 品 賃 貸 業 務（ Ａ ） 産業用機械器具賃貸業務（Ｂ） 事務用機械器具賃貸業務（Ｃ）

年間売上高
兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅲ　 「主たる業務」の「レンタル年間売上高 ( 消費税額
を含む。）」、「リース年間契約高（消費税額を含む。）」
及び「リース年間契約件数」

区　 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

レ ン タ ル
年間売上高

区　 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

リ ー ス
年間契約高

リ ー ス 年 間
総 契 約 件 数

件

契 約
期 間

件　 数

１年を超え
３年未満

件

うち保守・管理・
操作の条件（義務）
のある契約件数

件

３年以上
５年未満

件

５年以上 件

（総契約件数と期間別の合計が一致するようにしてください。）

そ の 他 業 務
の　 内　 訳

製造業務 卸売・小売業務 金融・保険業務 サービス業務 その他の業務 合　 計

％ ％ ％ ％ ％ １００％

各種物品賃貸業務（Ａ）

産業用機械器具賃貸業務（Ｂ）

事務用機械器具賃貸業務（Ｃ）

Ⅰ　事業所の従業者数

区 分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

② 有 給 役 員
常　用　雇　用　者

⑤
臨時雇用者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の事業所
に派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10 月にそれぞれ 18 日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）

の所定労働時間によって算出してください。

Ⅱ　「主たる業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管理・営業部門 保守・管理・操作部門 そ の 他 合  　 計

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人

うち　別経営の事業所
から派遣されている人

人 人 人 人
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★　

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の

「
自
動
車
賃
貸
業
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★　

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数

（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名

・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
経
済
産
業
省
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

事業所名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 事 業 所 名

Ⅱ 事 業 所 の 所 在 地

Ⅲ 本 社 の 所 在 地

〒
－

〒
－

（貴事業所が支社、 営業所の場合には、 本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３

１

本社 ・ 支社別

Ⅰ　事業所の本社・支社別

１　単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

２　本　社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

３　支　社（支社、支店、営業所など）

経営組織及び資本金額
Ⅰ　経営組織

１　会　社

２　会社以外の法人・団体

３　個人経営

Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

　 

４ 年間売上高、 契約高

あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

平成 19 年 11 月

1 日から平成 20

年 10 月 31 日ま

での 1 年間又は

最も近い決算日

前１年間につい

て記入してくださ

い。

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

自 動 車 賃 貸 業 調 査 票 
平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

７ 従業者数

５ 年間売上高及び年間契約高の契約先産業別割合

６ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

平成 20 年 11 月 1 日

現在又はこれに最も

近い給与締切日現在

で記入してください。

平成 20 年 11 月 1 日

現在で保有している

自動車台数を記入し

てください。

Ⅵ　 「自動車賃貸業務」のレンタル業務年間売上高に
おけるインターネットを経由して受付けた割合

インターネット受付割合 ％

経　 済　 産　 業　 省

車
賃
貸

Ⅰ　事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の 年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ　Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業務区分 自 動 車 賃 貸 業 務 そ の 他 業 務

年間売上高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

「自動車賃貸業務」 については、 下記Ⅲで、 レンタルについて 「法人・
個人向け別年間契約台数、 年間売上高」 を記入してください。 また、
下記Ⅳでは、 リースについて 「法人 ・ 個人向け別年間契約台数、 うち
保守 ・ 管理の条件のある契約台数、 年間契約高」 を記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の
記入がある場合には、 その内訳
を記入してください。

Ⅱ　「自動車賃貸業務」の部門別事業従事者数（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管理・営業部門 保守・管理部門 そ の 他 合  　 計

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人

うち　別経営の事業所
から派遣されている人

人 人 人 人

その他業務
の  内  訳

製造業務
卸売・小売
業     務

金融・保険
業     務

サービス
業　　務

その他の
業　　務

合　計

％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　「自動車賃貸業務」の４－Ⅲ欄の「レンタル年間売上高」及び４－Ⅳ欄の「リース年間契約高」の契約先産業別割合

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・
熱供給･水道業

情　 報
通 信 業

運 輸 業
卸 売・
小売業

金　融・
保 険 業

不動産業
飲 食 店，
宿 泊 業

サービス業
（同業者を除く）

公　務 同 業 者
そ の 他

合　計そ の 他
の 産 業 個　人

レンタル年間売上高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

リース年間契約高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　事業所の従業者数

区 分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

②有給役員
常　用　雇　用　者

⑤
臨時雇用者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　 計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の事業所
に派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10 月にそれぞれ 18 日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）

の所定労働時間によって算出してください。

Ⅲ　「自動車賃貸業務」に係るレンタルの法人・個人向け別年間契約台数、
　　年間売上高（消費税額を含む。）

区 分 年間契約台数
年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

レ
ン
タ
ル

法人向け 台

うち代車
向 け

台

個人向け 台

Ⅳ　 「自動車賃貸業務」に係るリースの法人・個人向け別年間契約台数（うち保守・管理
の条件のある契約台数）、年間契約高（消費税額を含む。）

区 分 年間契約台数
年 間 契 約 高

うち保守・管理の条件のある
契 約 台 数

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

リ
ー
ス

法人向け 台 台

個人向け 台 台

注 ：  「リース契約高」 とは、その年に発生した契約物件の購入 （車両代） に、登録諸費用、各種自動車税、
自賠責保険料、 自動車保険料等を加えたものとなります。 また、 保守・管理の条件のある契約の場合、
その費用についても含めた総額をいいます。

Ⅴ　「自動車賃貸業務」に係る保有自動車台数

レンタル 台

リ ー ス 台

Ⅱ　事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 （消費税額を含む。）

区 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装 置

レンタル・リース物件

情 報 通 信 機 器

そ の 他

土                地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額 （購入手数料を含む。 ) を記入してください。
注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、 合計欄に 「０」 を記入してください。
注３．  「情報通信機器」 とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、端末機器、

補助装置、 電子計算機附属機器、 パソコン、 ＣＡＤ / ＣＡＭ （コンピュータ設計 ・ 製造システム） などをいいます。

Ⅲ　事業所の過去１年間におけるリース投資資産取得額

区 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

リ ー ス 投 資 資 産

Ⅰ　事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

区 　 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

貸 与 資 産 原 価

リ ー ス 投 資 資 産 原 価

資 金 原 価

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

情報通信機器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合              計

平成 19 年 11 月 1 日から平成

20 年 10 月 31 日までの１年間

又は最も近い決算日前１年間

について記入してください。

注． 調査事項４～７については、貴事業所のみの金額（又は

割合）等を記入してください。他の事業所分は含みません。
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★　

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の

「
ス
ポ
ー
ツ
・
娯
楽
用
品
賃
貸
業
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★　

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数

（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名

・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
経
済
産
業
省
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

事業所名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 事 業 所 名

Ⅱ 事 業 所 の 所 在 地

Ⅲ 本 社 の 所 在 地

〒
－

〒
－

（貴事業所が支社、 営業所の場合には、 本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３

１

本社 ・ 支社別

Ⅰ　事業所の本社・支社別

１　単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

２　本　社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

３　支　社（支社、支店、営業所など）

経営組織及び資本金額
Ⅰ　経営組織

１　会　社

２　会社以外の法人・団体

３　個人経営

Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

　 

４ 年間売上高、 契約高

あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

平成 19 年 11 月

1 日から平成 20

年 10 月 31 日 ま

での 1 年間又は

最も近い決算日

前１年間につい

て記入してくださ

い。

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

スポーツ ・ 娯楽用品賃貸業調査票 
平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

５ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

６ 従業者数

平成 20 年 11 月 1 日

現在又はこれに最も

近い給与締切日現在

で記入してください。

経　 済　 産　 業　 省

用
品
賃
貸

Ⅰ　事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の 年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ　Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業務区分 スポーツ・娯楽用品賃貸業務 そ 　  の   他   業   務

年間売上高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

「スポーツ ・ 娯楽用品賃貸業務」 について、 下記Ⅲで、 「レンタルに    
係る年間売上高」 を記入してください。 また、 下記Ⅳでは、 「リースに   
係る年間契約高」 を記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の
記入がある場合には、 その内訳
を記入してください。

Ⅱ　「スポーツ・娯楽用品賃貸業務」の部門別事業従事者数（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管理・営業部門 保守・管理部門 そ の 他 合  　 計

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人

うち　別経営の事業所
から派遣されている人

人 人 人 人

その他業務
の  内  訳

製造業務
卸売・小売
業     務

金融・保険
業     務

サービス
業　　務

その他の
業　　務

合　計

％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　事業所の従業者数

区 分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

②有給役員
常　用　雇　用　者

⑤
臨時雇用者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　 計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の事業所
に派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．   「常用雇用者」 とは、 １か月を超える雇用契約者と、 ９月、 10 月にそれぞれ 18 日以上働き、 現在も雇用されている人をいい、 また、 「④パート ・ アルバイトなど」 は、

事業所で 「嘱託」、 「パートタイマー」、 「アルバイト」 又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．   「⑤臨時雇用者」 とは、 「常用雇用者」 以外の雇用者で、 １か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３．   「④パート ・ アルバイトなど」 の 「就業時間換算雇用者数」 は、 「パート ・ アルバイトなど」 に記入した従業者全員の総労働時間 （１週間分） ÷貴事業所 （貴社） の

所定労働時間によって算出してください。

平成 19 年 11 月 1 日から平成

20 年 10 月 31 日までの１年間

又は最も近い決算日前１年間

について記入してください。

注． 調査事項４～６については、貴事業所のみの金額（又は

割合）等を記入してください。他の事業所分は含みません。

Ⅲ　「スポーツ・娯楽用品賃貸業務」に係るレンタルの年間売上高
　　（消費税額を含む。）

区 分
年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

レ ン タ ル

Ⅳ　「スポーツ・娯楽用品賃貸業務」に係るリースの年間契約高
　　（消費税額を含む。）

区 分
年 間 契 約 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

リ ー ス

Ⅱ　事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 （消費税額を含む。）

区 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装 置

レンタル・リース物件

情 報 通 信 機 器

そ の 他

土                地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１．  耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額 （購入手数

料を含む。 ) を記入してください。

注２．  過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、 合計欄に 「０」 を記入

してください。

注３．  「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、

ファクシミリ、 電子計算機、 端末機器、 補助装置、 電子計算機附属機器、 パ

ソコン、 ＣＡＤ / ＣＡＭ （コンピュータ設計 ・ 製造システム） などをいいます。

Ⅲ　事業所の過去１年間におけるリース投資資産取得額

区 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

リ ー ス 投 資 資 産

Ⅰ　事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

区 　 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

貸 与 資 産 原 価

リ ー ス 投 資 資 産 原 価

資 金 原 価

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合              計

Ⅴ　賃貸物件（主たる賃貸物件について、あてはまるものを一つ○で囲んでください。）

１．
スキー、
スノーボード

２．スケート ３．自転車 ４．
ヨット、
モーターボート

５．テント ６．その他

Ⅵ　「スポーツ・娯楽用品賃貸業務」に係る商品保有数量
　　及び貸し出し数量

区 分
数 量

万 千 百 十 一

保 有

貸 し 出 し

平成 20 年 11 月 1 日現在
で保有している賃貸物件の
数量及び平成 19 年 11 月
1 日から平成 20 年 10 月
31 日までの１年間に貸出し
た件数を記入してください。

Ⅶ　営業日数

区 分 百 十 一

年間営業日数
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★　

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の

「
そ
の
他
の
物
品
賃
貸
業
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★　

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数

（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名

・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
経
済
産
業
省
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

事業所名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 事 業 所 名

Ⅱ 事 業 所 の 所 在 地

Ⅲ 本 社 の 所 在 地

〒
－

〒
－

（貴事業所が支社、 営業所の場合には、 本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３

１

本社 ・ 支社別

Ⅰ　事業所の本社・支社別

１　単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

２　本　社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

３　支　社（支社、支店、営業所など）

経営組織及び資本金額
Ⅰ　経営組織

１　会　社

２　会社以外の法人・団体

３　個人経営

Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

　 

４ 年間売上高、 契約高

あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

平成 19 年 11 月

1 日から平成 20

年 10 月 31 日 ま

での 1 年間又は

最も近い決算日

前１年間につい

て記入してくださ

い。

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

そ の 他 の 物 品 賃 貸 業 調 査 票
平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

７ 従業者数

５ 年間売上高及び年間契約高の契約先産業別割合

６ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

平成 20 年 11 月 1 日

現在又はこれに最も

近い給与締切日現在

で記入してください。

平成 20 年 11 月 1 日

現在で保有している

レンタル物品の数量

を記入してください。

経　 済　 産　 業　 省

他
賃
貸

Ⅰ　事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の 年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ　Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業務区分 そ の 他 の 物 品 賃 貸 業 務 そ の 他 業 務

年間売上高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

「その他の物品賃貸業務」 について、下記Ⅲで、レンタルについて 「年
間契約件数、 年間売上高」 を記入してください。 また、 下記Ⅳでは、
リースについて、 「年間契約件数、 年間契約高」 を記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の
記入がある場合には、 その内訳
を記入してください。

Ⅱ　「その他の物品賃貸業務」の部門別事業従事者数（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管理・営業部門 保守・管理部門 そ の 他 合  　 計

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人

うち　別経営の事業所
から派遣されている人

人 人 人 人

その他業務
の  内  訳

製造業務
卸売・小売
業     務

金融・保険
業     務

サービス
業　　務

その他の
業　　務

合　計

％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　「その他の物品賃貸業務」の４－Ⅲ欄の「レンタル年間売上高」及び４－Ⅳ欄の「リース年間契約高」の契約先産業別割合

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・
熱供給･水道業

情　 報
通 信 業

運 輸 業
卸 売・
小 売 業

金 融・
保 険 業

不動産業
飲 食 店，
宿 泊 業

サービス業
（同業者を除く）

公　務 同 業 者
そ の 他

合　計そ の 他
の 産 業 個　人

レンタル年間売上高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

リース年間契約高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　事業所の従業者数

区 分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

②有給役員
常　用　雇　用　者

⑤
臨時雇用者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　 計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の事業所
に派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10 月にそれぞれ 18 日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）

の所定労働時間によって算出してください。

Ⅲ　「その他の物品賃貸業務」に係るレンタルの年間契約件数、年間売上高（消費税額を含む。）

区 分 年 間 契 約 件 数
年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

レ

ン

タ

ル

映画・演劇用品 件

音楽・映像記録物 件

貸 衣 し ょ う 件

そ の 他 件

Ⅳ　「その他の物品賃貸業務」に係るリースの年間契約件数、年間契約高（消費税額を含む。）

区 分 年 間 契 約 件 数
年 間 契 約 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

リ

ー

ス

映画・演劇用品 件

音楽・映像記録物 件

貸 衣 し ょ う 件

そ の 他 件

Ⅱ　事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 （消費税額を含む。）

区 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装 置

レンタル・リース物件

情 報 通 信 機 器

そ の 他

土                地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額 （購入手数料を含む。 ) を記入してください。
注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、 合計欄に 「０」 を記入してください。
注３．  「情報通信機器」 とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、端末機器、

補助装置、 電子計算機附属機器、 パソコン、 ＣＡＤ / ＣＡＭ （コンピュータ設計 ・ 製造システム） などをいいます。

Ⅲ　事業所の過去１年間におけるリース投資資産取得額

区 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

リ ー ス 投 資 資 産

Ⅰ　事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

区 　 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

貸 与 資 産 原 価

リ ー ス 投 資 資 産 原 価

資 金 原 価

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

情報通信機器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合              計

平成 19 年 11 月 1 日から平成

20 年 10 月 31 日までの１年間

又は最も近い決算日前１年間

について記入してください。

注． 調査事項４～７については、貴事業所のみの金額（又は

割合）等を記入してください。他の事業所分は含みません。

Ⅴ　「その他の物品賃貸業務」に係るレンタル物品の保有数量

区 分 保 有 数 量

レ

ン

タ

ル

映画・演劇用品

音楽・映像記録物

貸 衣 し ょ う

そ の 他
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★　

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の
「
広
告
業
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★　

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数
（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名
・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
調
査
員
（
郵
送
調
査
を
除
く
。
）
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
、
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ
、
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

事業所名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 事 業 所 名

Ⅱ 事 業 所 の 所 在 地

Ⅲ 本 社 の 所 在 地

〒
－

〒
－

（貴事業所が支社、 営業所の場合には、 本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３ 本社 ・ 支社別

Ⅰ　事業所の本社・支社別

１　単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

２　本　社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

３　支　社（支社、支店、営業所など）

広　

告

あてはまるも

のを○で囲ん

でください。

　 

４ 年間売上高

あてはまるも

のを○で囲ん

でください。

平成 19 年 11 月 1 日から平成 20 年

10 月 31 日までの１年間又は最も近

い決算日前１年間について記入して

ください。

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

広 告 業 調 査 票 
平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

７ 従業者数

５ 年間売上高の契約先産業別割合

６ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

経営組織及び資本金額
Ⅰ　経営組織

１　会　社

２　会社以外の法人・団体

３　個人経営

Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

経　 済　 産　 業　 省

Ⅰ　事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

区　　　　　　　　　　　分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費

媒 体 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

情報通信機器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合　　　　　　　　　　　計

Ⅰ　事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の
年間売上高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円
注． 調査事項４～７については、貴事業所のみの金額（又は

割合）等を記入してください。他の事業所分は含みません。

Ⅱ　Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業    務
区    分

広　　　　告　　　　業　　　　務
そ の 他 業 務

広　告　代　理　業　務 そ の 他 の 広 告 業 務

年間売上高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

「広告代理業務」、 「その他の広告業務」 のうち、 売上高が多い業務 （＝以下、 主たる業務） のみに

ついて下記に記入してください。

上記 「その他業務」 に売上高の記入があ

る場合には、 その内訳を記入してください。

Ⅲ　「主たる業務」の年間売上高の業務種類別割合

業 務 種 類
区　   　 分

広 　 告 　 代 　 理 　 業 　 務

合　 計
業 務 種 類
区　   　 分

そ の 他 の 広 告 業 務

合　 計
新聞広告 雑誌広告 テレビ広告 ラジオ広告 交通広告

ＳＰ・ＰＲ・
催 事 企 画

イ ン タ ー
ネット広告

そ の 他 屋外広告
折 込 み・
ダイレクトメール

イ ン タ ー
ネット広告

そ の 他

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％ 年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ １００％

平成 20 年 11 月 1 日

現在又はこれに最も

近い給与締切日現在

で記入してください。

その他業務
の  内  訳

情報通信
業 務

卸売・小売
業      務

サービス
業　　務

その他の
業　　務

合　 計

％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　「主たる業務」の年間売上高の契約先産業別割合

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・
熱供給･水道業

情　 報
通 信 業

運 輸 業
卸 売・
小売業

金　融・
保 険 業

不動産業
飲 食 店，
宿 泊 業

サービス業
（同業者を除く）

公　務 同 業 者
そ の 他

合　計そ の 他
の 産 業 個　人

年間売上高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅱ　事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 （消費税額を含む。）

区 　 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装 置

情報通信機器

そ の 他

土 地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数
料を含む。)を記入してください。

注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入
してください。

注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装
置、ファクシミリ、電子計算機、端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、
パソコン、ＣＡＤ /ＣＡＭ（コンピュータ設計・製造システム）などをいいます。

Ⅰ　事業所の従業者数

区分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

② 有 給 役 員
常　用　雇　用　者

⑤
臨時雇用者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の事業所
に派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10月にそれぞれ 18日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、
事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の

所定労働時間によって算出してください。

Ⅱ　「主たる業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分 管理・営業部門 媒 体 部 門 制 作 部 門 調査・企画・マーケティング部門 ＳＰ・ＰＲ・その他 合  　 計

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人 人 人

うち　別経営の事業所
から派遣されている人

人 人 人 人 人 人

平成 19 年 11 月

1 日から平成 20

年 10 月 31 日 ま

での１年間又は

最も近い決算日

前１年間につい

て記入してくださ

い。
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★　

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の

「
計
量
証
明
業
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★　

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★　

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
１
０
０
％
と
な
る
よ
う
に
整
数

（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名

・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

★　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★　

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
調
査
員

（
郵
送
調
査
を
除
く
。
）
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
、
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ
、
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

（貴事業所が支社、 営業所の場合には、 本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

電 話 （　     　　　）　       　　　　　局　　       　　　　　　　番

１

２ ３

事業所名及び所在地
フ リ ガ ナ

Ⅰ 事 業 所 名

Ⅱ 事 業 所 の 所 在 地

Ⅲ 本 社 の 所 在 地

〒
－

〒
－

本社 ・ 支社別

Ⅰ　事業所の本社・支社別

１　単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

２　本　社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

３　支　社（支社、支店、営業所など）

経営組織及び資本金額
Ⅰ　経営組織

１　会　社

２　会社以外の法人・団体

３　個人経営

Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

　 

４ 年間売上高

あてはまるもの

を○で囲んでく

ださい。

平成 19 年 11 月 1 日

から平成 20 年 10 月

31 日までの 1 年間又

は最も近い決算日前

１年間について記入

してください。

平 成 2 0 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

計 量 証 明 業 調 査 票 
平　成　2　0　年　１　１　月　１　日

７ 従業者数

５ 年間売上高の契約先産業別割合

６ 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

平成 20 年 11 月 1 日

現在又はこれに最も

近い給与締切日現在

で記入してください。

平成 19 年 11 月 1 日

から平成 20 年 10 月

31 日までの 1 年間又

は最も近い決算日前

１年間について記入

してください。

経　 済　 産　 業　 省

Ⅰ　事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の 年 間 売 上 高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ　Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業　　務
区　　分

計 量 証 明 業 務 そ 　  の   他   業   務

年間売上高
兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

注．調査事項４～７については、貴事業所

    のみの金額（又は割合）等を記入して

　  ください。他の事業所分は含みません。

Ⅲ　「計量証明業務」の年間売上高の業務種類別割合

業 務 種 類
区 分

一 般 計 量 証 明 業 務 環 境 計 量 証 明 業 務

そ の 他 合　計一 般 計 量 測 定 環 　 境 　 測 　 定 作業環境
測　　定

建 物 内 測 定
そ の 他

質　 量 体　 積 そ の 他 大　 気 水　 質 土　 壌 騒　 音 空　 気 飲 料 水

年間売上高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

区　　　　　　　　　分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

情報通信機器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合　　　　　　　　　計

「計量証明業務」 の年間売上高について、 その
内訳を下記Ⅲの業務種類区分に従って記入して
ください。

上記 「その他業務」 に売上高の記
入がある場合には、 その内訳を記
入してください。

Ⅱ　「計量証明業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

部 門 別 区 分
管 理・ 営 業
部　　　 門

技 　 　 　 術 　 　 　 部 　 　 　 門

そ　の　他 合  　計一 般 計 量
測 　 　 定

環 境 測 定
作 業 環 境
測 　 　 定

建物内測定 そ　 の　 他

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人 人 人 人 人

うち　別経営の事業所
から派遣されている人

人 人 人 人 人 人 人 人

その他業務
の  内  訳

建設業務 製造業務
卸売・小売
業      務

サービス
業　　務

その他の
業　　務

合　 計

％ ％ ％ ％ ％ １００％

Ⅰ　「計量証明業務」の年間売上高の契約先産業別割合

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・
熱供給･水道業

情　 報
通 信 業

運 輸 業
卸 売・
小売業

金　融・
保 険 業

不動産業
飲 食 店，
宿 泊 業

サービス業
（同業者を除く）

公　務 同 業 者
そ の 他

合　計そ の 他
の 産 業 個　人

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 100％

Ⅰ　事業所の従業者数

区 分 ①  
個人業主 ( 個人経
営の事業主） 及び
無給の家族従業者

②有給役員
常　用　雇　用　者

⑤
臨時雇用者

（常用雇用者以外
の雇用者）

総　　 計
（①～⑤の合計）

総 計 の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人③

一般に正社員、 正職員
などと呼ばれている人 ④

パート ・
アルバイトなど

( うち　別経営の事業所
に派遣している人 )( 就業時間換算雇用者数 )

男 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

女 人 人 人 人 (          人) 人 人 (            人) 人

注１．  「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10 月にそれぞれ 18 日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２．  「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３．  「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）

の所定労働時間によって算出してください。

Ⅱ　事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 （消費税額を含む。）

区 　 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装 置

情報通信機器

そ の 他

土 地 

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

注１．  耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額 （購入手数料を
含む。 ) を記入してください。

注２．  過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、 合計欄に 「０」 を記入して
ください。

注３．  「情報通信機器」 とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、
ファクシミリ、 電子計算機、 端末機器、 補助装置、 電子計算機附属機器、 パソコン、
ＣＡＤ / ＣＡＭ （コンピュータ設計 ・ 製造システム） などをいいます。

計　

量
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